様式第１（交付要綱）補助事業者の制定している番号があれば記載する



番　　　　　　号　
　年　月　日　

福島県知事　様

住　　所　　　　　　　　　　　　　
申請者　 名　　称　　　　　　　　　　　　　
代表者等名　　　　　　　　　　　　　　印共同申請の場合は、連署する


　　　　令和○○年度福島県における再生可能エネルギーの導入促進のための支援事業費　
補助金（再生可能エネルギー導入支援事業）補助金交付申請書
福島県における再生可能エネルギーの導入促進のための支援事業費補助金（再生可能エネルギー導入支援事業）交付要綱５条第１項の規程に基づき、下記のとおり補助金の交付を申請します。
なお、補助金適正化法、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び福島県補助金等の交付等に関する規則（昭和４５年福島県規則第１０７号）及び福島県における再生可能エネルギーの導入促進のための支援事業費補助金（再生可能エネルギー導入支援事業）交付要綱の定めるところに従うことを承知の上、申請します。



記
１　補助事業の名称
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○事業
２　補助事業の目的

３　補助事業の開始及び完了予定日
交付決定日　～　　　　　年　　月　　日

（注）事業完了日は、事業年度の２月末日までの日付を記載すること。

４　設備導入事業の内容
（１）補助事業の内容
（例）○○市○○地区に、○○基の○○○発電設備○○○kＷを導入する。発電した電力は、全て電力会社に売電する。

（２）補助事業の実施計画（実施要領様式１）

（３）補助金交付申請額
ア　補助事業に要する経費（消費税込）	　　　　　　　　　　　円
イ　補助対象経費	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
ウ　補助金交付申請額	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（注１）上記各欄の金額は、別紙１の合計金額を記載すること。
（注２）補助対象経費、補助金交付申請額に消費税分は含まないこと。

（４）補助事業に要する経費の配分（別紙１）

（５）補助事業に要する経費の四半期別発生予定額（別紙２）

（６）申請者の役員等名簿（別紙３）


様式第１（共用送電線）（実施要領）

実施計画書
１　補助事業の名称
２　事業実施者
（１）申請者名称(フリガナ)　　：
（２）代表者の氏名(フリガナ)　： 
（３）郵便番号　　　　　　　：〒□□□－□□□□
（４）住　　　所　　　　　　　：
（５）担当者連絡先１
ア　郵便番号　　　　　　　：〒□□□－□□□□
イ　住　　　所　　　　　　　：
ウ　氏　　　名(フリガナ)　　：　　　　　（　　　　　）
エ　所属部署名、役職　　　　：
オ　電子メールアドレス　　　：
カ　電話番号　　　　　　　：
キ　ファックス番号　　　　　：
（６）担当者連絡先２
ア　郵便番号　　　　　　　：〒□□□－□□□□
イ　住　　　所　　　　　　　：
ウ　氏　　　名(フリガナ)　　：　　　　　（　　　　　）
エ　所属部署名、役職　　　　：
オ　電子メールアドレス　　　：
カ　電話番号　　　　　　　：
キ　ファックス番号　　　　　：
３　設備導入事業
（１）設備及びシステムの概要
ア　共用送電線の総延長　　ｋｍ　電圧　○○ｋV　　想定連系容量　○○ｋW
　共用送電線の内訳
（ア）◯◯◯共用送電線　ｋｍ　　電圧　○○ｋV　想定連系容量　○○ｋW
　　（イ）◯◯◯共用送電線　ｋｍ　　電圧　○○ｋV　想定連系容量　○○ｋW
　　（ウ）…
…　
イ　共用送電線ルート図（別紙※任意様式）
ウ　共用送電線単線結線図（別紙※任意様式）
エ　共用送電線システム仕様、参考図面（別紙※任意様式）
（２）設備設置工事の概要
ア　土木建築工事  ： 
イ　機械装置等製作： 

４　事業計画
（１）事業計画の概要
ア　事業実施内容

　　イ　事業実施予定スケジュール（別紙７）

　　ウ　共用送電線収支計画（２０年以上）（別紙※任意様式）

（２）事業費
ア　事業経費の配分（別紙４－１、２）
イ　補助事業に要する経費及びその調達方法（事業全体に要する経費）（別紙１、２、５－１）
（３）事業実施体制（別紙６）
（４）土地所有者及び地元市町村などの関係機関との協議状況
　　ア　土地所有者および地元市町村などの関係機関との協議状況

イ　送電事業の許可書もしくは送電事業の許可申請状況について

　　ウ　その他必要な許認可等






様式第１（別紙６）


事業実施体制

１　補助事業名
○○○○○事業

２　事業実施社内体制
申請者の組織図を基に、申請代表者、担当者１、担当者２の所属部署が記載された、申請事業の実施体制を簡潔に記載、あるいは添付を願います。
















参考図
[image: ]


３　請負会社選定方法
（注）競争入札または３社以上の見積もり合わせによって相手先を決定すること。

様式第１（別紙７）
事業実施予定スケジュール
＜○○年度＞
	項　目
	○○年度

	
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3

	電力協議
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	実施設計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	設備購入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
支払
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	建物本体建設工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注１）補助申請年度のスケジュールを記載すること。
（注２）事業が複数年度にわたる場合は下記の表も作成すること。
（注３）補助対象外で事業に関係する工事（建屋工事等）がある場合は、その工程も記載すること。

＜全体＞
	項　目
	○○年度
	○○年度
	○○年度
	○○年度
	○○年度

	電力協議
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	実施設計
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	設備購入
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	支払
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	基礎工事
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	据付工事
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	支払
	
	
	
	
	

	建物本体建設工事
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	




様式第１（別紙８）

確　約　書

[bookmark: _GoBack]　　年　　月　　日

福島県知事　様


住　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称　　　　　　　　　　　　　　　　印


（記載例１）ＳＰＣ等での申請の場合

○○○○（補助事業者）が○○年○月○日付けで、福島県における再生可能エネルギーの導入促進のための支援事業費補助金（再生可能エネルギー導入支援事業）に交付申請した事業について、下記の事項について確約します。

（記載例２）ＳＰＣ等を設立中の場合

当社が○○年○月○日付けで、福島県における再生可能エネルギーの導入促進のための支援事業費補助金（再生可能エネルギー導入支援事業）に交付申請した事業の事業主体については、当社が主たる出資者となる○○○○（新会社）を設立します。
なお、下記の事項について確約します。


記

１　○○○○（補助事業者・新会社）が本補助金の交付要綱等を遵守すること。
２　○○○○に本補助金の交付決定を受けた補助事業について責任を持って履行させること。

以上
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